
＜法人の共済事務担当者向け＞

被共済職員退職届の提出手続き

動画マニュアル
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はじめに

＜被共済職員退職届（退職届）の提出が必要なケース＞

職員が退職した際は、退職届の提出が必要となります。当制度での「退職」とは次の場合をいいます。

➢ 共済契約者との雇用契約が終了し、職員（＝労働者）として従事しなくなる場合

・一般的に「退職」と理解されているもの（依願退職、定年退職、解雇など）

・専任役員になる場合（職員からの就任または職員兼務の解除）など

➢ 加入要件を満たさない雇用条件に変更する雇用契約を締結した場合

・ 雇用期間が１年未満の雇用契約への変更

・１カ月の労働時間が正規職員の所定労働時間の３分の２未満の雇用契約への変更

➢ 本制度の契約対象外の施設等に配置換え（異動）した場合

➢ 組織解散・施設廃止・施設譲渡などにより、「経営者でなくなる」共済契約解除の場合

・ 譲渡施設とともに新たな共済契約者に移籍した職員は除く

➢ 雇用契約期間満了に伴う「雇用契約更新」を行う場合

・ 更新後の雇用条件が加入要件を満たす場合でも、契約更新タイミングで「退職」 として退職手当金を請求できます。
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はじめに

Step１

退職予定日を
登録する

Step２

退職届の提出案内
メールを受領する

Step３

登録方法を選択する
（自身で登録するor代行依頼をする）

⚫被共済職員退職届（退職届）の提出手続きの流れ

Step５

受付完了のお知らせを
確認する

Step４

退職届にかかる情報を
入力し、機構に提出する

被共済職員が退職した際は、速やかに退職届の提出手続きを

行ってください。
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Step１. 退職予定日を登録する
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退職予定日の登録に進む

従業状況の更新のための
定期案内メールの受領

機構から職員の従業状況の更新にかかる
案内メールが定期的に送付されるため、
案内メールに記載されているリンクから退職
予定日の登録に進みます。

退職予定者がいる場合、最初に退職予定
日を登録する必要があります。

なお、従業状況は、システム画面の左上に
あるメニューから随時更新を行うことができま
すので、ご利用ください。
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退職予定日の登録に進む

システム画面から退職予定日の登録に進む場合①

システム画面左上のサイドメニューボタンをクリックします。

システム画面から退職予定日の登録に進む場合、次の手順に沿って登録に進みます。
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退職予定日の登録に進む

システム画面から退職予定日の登録に進む場合②

表示された退職手当共済システム
メニューから「従業状況の登録」を
クリックします。
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登録方法を選択する

退職予定日の登録方法の選択

退職予定日の登録を法人の共済事務担当者が自ら実施する場合は、「①自身で登録す

る」を選択します。

選択が完了したら、「②次へ」ボタンをクリックします。

メールに記載されているリンク、またはシステムメニューをクリックすると、「登録方法選択」画面

が表示されます。
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①

②



退職予定日を登録する①

退職予定者が在籍する施設の選択

「自身で登録する」を選択し、「次へ」ボタンをクリックすると、「従業状況更新」画面が表示さ

れます。

まず、退職予定者が在籍する施設をプルダウンから選択します。
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退職予定日を登録する②

施設に在籍する職員
の一覧を確認

プルダウンから選択した施設に在

籍する職員の一覧が表示されま

す。
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退職予定日を登録する③

退職予定日の登録

退職予定者の氏名を確認後、①退
職（予定）日列のカレンダーボタンを
クリックし、②退職予定日をカレンダー
から選択します。

退職予定日の登録が完了したら、
「③登録」ボタンをクリックします。
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①

②

③



Step２. 退職届の提出案内メールを受領する
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退職届の提出手続きへ進む

退職届提出のための
案内メールの受領

登録された退職予定日の当日に、機構から退職
手続きの開始にかかる案内メールが送付されます。

もし、退職日以降に退職予定日を従業状況に入
力した場合でも、入力した日に同様の案内メール
が送付されます。

案内メールに記載されているリンクから届出方法の
選択に進みます。

なお、退職予定日到来前であってもシステム画
面の左上にあるメニューから退職届の作成を行う
ことができますので、ご利用ください。
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退職届の提出手続きへ進む

システム画面から退職届の提出手続きへ進む場合①

システム画面左上のサイドメニューボタンをクリックします。

システム画面から退職届の提出手続きに進む場合、次の手順に沿って手続きに進みます。
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退職届の提出手続きへ進む

システム画面から退職届の提出手続きへ進む場合②

表示された退職手当共済システム
メニューから「退職した職員のお手続き」
をクリックします。
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Step３. 登録方法を選択する
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登録方法を選択する

退職届の提出手続き方法の選択

退職届の提出手続きを法人の共済事務担当者が自ら実施する場合は、「①自身で登録

する」を選択します。

選択が完了したら、「②次へ」ボタンをクリックします。

メールに記載されているリンク、またはシステムメニューをクリックすると、「登録方法選択」画面

が表示されます。
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①
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Step４. 退職届にかかる情報を入力し、機構に提出する
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退職届を提出する職員を選択する

退職届を提出する職員の選択

退職届を提出する職員の「退職情報登録」ボタンをクリックし、手続きに進みます。

「自身で登録する」を選択し、「次へ」ボタンをクリックすると、「退職予定者一覧」画面が

表示されます。
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退職届提出前の事前確認をする①

退職者情報の登録状況
の確認

続いて次の３つの項目について、「内容を
確認する」ボタンをクリックし、登録状況の
確認を行います。

最新の状況に更新されていることが確認
できたら、「④はい」を選択します。

① 「俸給の調整額」対象手当

② 退職月の俸給額

③ 退職月までの従業状況

確認の結果、登録内容に不備が
あった場合、「いいえ」をクリックして
各手続きを先に完了させてください。
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②

③

④

④
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退職届提出前の事前確認をする①

➢ 「俸給の調整額」として計上することができるのは、 認められている手当のみとなります。

➢ 「俸給の調整額」の登録申請中の場合は、審査結果を待って退職届の提出手続きを行ってください。

※登録申請中の俸給の調整額について、退職届を作成している当該職員に対して支給していない
場合は、登録申請中であっても退職届の提出手続きが可能です。

退職届を提出する際の「俸給の調整額」にかかる注意点
check
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退職届提出前の事前確認をする②

源泉徴収票にかかる
留意事項等の確認

留意事項等の確認ができたら、「④次へ」ボ
タンをクリックします。

続いて次の３つの項目について、画面に表示さ
れている留意事項等を確認し、問題が無い場合
は「確認しました」、「説明している」にチェックを
入れます。

① 源泉徴収票にかかる留意事項

② 退職理由ごとに必要となる書類

③ 対象職員への退職手当金請求の手続き
方法および合算制度の利用方法にかかる
説明実施有無

退職者情報の最新化および留意事項
等の確認がすべて完了するまで、「次へ」
ボタンをクリックすることはできません。
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②

③
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退職者の基本情報を確認・登録・更新する

退職者基本情報の
確認・登録・更新
退職届提出前の事前確認が終わりまし
たので、ここから、退職届を作成します。
最初に次の３つの項目について、画面に
表示されている内容を確認し、誤りがある
場合には修正をします。

次に、該当する退職理由および退職手続き
の理由を選択します。

⚫ 退職者名

⚫ 退職者生年月日

⚫ 退職年月日

最後に、退職者郵便番号・退職者住所・
退職者電話番号を入力し、「次へ」ボタンを
クリックします。
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従業状況の確認・登録・更新をする

退職者（手続き対
象者）の従業状況
確認
続いて次の２つの項目について、
正しい情報が登録されていることを
確認します。

正しい情報が登録されていることを
確認したら、「次へ」ボタンをクリック
します。

⚫ 退職年度におけるならない月

情報

⚫ 育児休業情報

23



本俸月額情報の登録・更新をする

退職した月以前６カ月に
おける本俸月額情報の確認

続いて、俸給表の額が正しく登録されていること
を確認します。

また、俸給の調整額の対象となる手当がある場合
は、該当する手当を選択し、支給額を入力します。

退職した月以前６カ月において、正しい本俸月額
情報への修正が完了したら、「次へ」ボタンをクリック
します。

調整額については、明細あるいは合計額のどちらの
形式でも登録することが可能です。
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退職手当金支払いの順番を登録する

都道府県の退職手当金
制度への加入有無および
請求順序の登録
続いて都道府県の退職手当金制度への加
入の有無と加入している場合はどちらを先に
請求するか選択します。

次の２つの項目について、該当する方の
選択肢を選びます。

⚫ 都道府県の退職金制度への加入有無

⚫ 退職金請求の順番

登録が完了したら、「次へ」ボタンをクリック
します。
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退職所得の源泉徴収票の情報を登録する

➢ 都道府県の共済制度など、機構以外からも退職金が支給される場合は、源泉徴収税を計算する都合上、予め
退職金の請求の順番を決めて請求を行っていただく必要があります。

➢ 機構以外からも退職金が支給される場合で、機構を後に請求する場合は、退職所得の源泉徴収票の添付が必
要です。この場合は、先に請求する退職金にかかる退職所得の源泉徴収票の添付を行ってください。

➢ 機構以外からも退職金が支給される場合であっても、機構を先に請求する場合や、機構以外の退職金は支給さ
れない場合は、退職所得の源泉徴収票の添付は不要です。

退職所得の源泉徴収票の添付が必要な場合
check
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退職所得の源泉徴収票の情報を登録する

➢ 機構以外からも退職金（個人で加入している退職金制度含む）が支給され、退職所得の源泉徴収票が発行
される場合で、その退職所得の源泉徴収票を勤務先の法人が添付しない場合は、請求者自らが添付を行ってく
ださい。

➢ 勤務先で添付した（する予定含む）の退職所得の源泉徴収票については、請求者において重複して添付しな
いでください。

退職所得の源泉徴収票の添付が必要な場合

（請求者が添付する場合）check
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退職所得の源泉徴収票の情報を登録する

前の画面で次のように選択した場合は、都道
府県の共済制度の退職所得の源泉徴収票の
アップロードおよび内容の登録を行います。

都道府県の共済制度の
源泉徴収票の登録

⚫ 都道府県の共済制度への加入「有」で、
かつ「福祉医療機構の退職金を後に請
求する」場合

すべての退職所得の源泉徴収票のアップロー
ドおよび内容の登録が完了したら、「次へ」ボタ
ンをクリックします。
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退職所得の源泉徴収票の情報を登録する

➢ 退職所得の源泉徴収票は次のように転記してください。

退職所得の源泉徴収票の情報の転記について①
check
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➢ 退職所得の源泉徴収票は次のように転記してください。

退職所得の源泉徴収票の情報を登録する

退職所得の源泉徴収票の情報の転記について②
check
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（摘要）欄に控除期間がある場合は入力してください。
月数で記載されている場合は、年と月に変換して入力します。
例：15月と記載の場合、「年」が１、「月」が３となります。



退職届を提出する

届出に必要な情報の
確認および退職届の提出

最後に登録内容が表示されますので、
内容に誤りが無いことを確認し、 「機
構へ提出する」ボタンをクリックします。
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退職届を提出する

➢ 共済契約者が退職者に代わって退職手当金請求書の作成・提出を行うことができます。
その場合は、「機構へ提出する」ボタンの上にある、 「機構へ提出後、共済契約者が退職手当金請求または
合算申出を代行する場合は、チェックをつけてください」 のチェックボックス「はい」に✓を入れます。

➢ 代行する場合は、機構へ提出後、退職者識別コード画面は表示されず、そのまま退職手当金請求書の作成・
提出の手続きへ画面が進みます。

➢ なお、その場合は、退職者からの「委任状」（自署）の提出（次の画面でアップロード）が必要となります。
※委任状の様式は、機構ホームページに掲載しています。

共済契約者が退職手当金請求書の作成・提出を行う場合

check
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退職者識別コードを印刷する

退職者識別コードの印刷および連携
退職届の提出が完了したら、退職者が退職手当金の請求をする際に必要となる情報が表示されます。

「①印刷」ボタンをクリックして画面に表示された内容を印刷し、退職者にお渡しください。

印刷完了後、「②完了」ボタンをクリックします。
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退職届の提出手続きが完了しました

手続き完了
お疲れ様でした。
これにて被共済職員退職届の提出手続きは完了となります。

提出手続き完了後、「退職者状況 管理」画面にて登録した退職情報を確認することができます。
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Step５. 受付完了のお知らせを確認する
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受付完了のお知らせを確認する

受付完了メールの受領

退職届の提出手続きが完了すると、
機構から受付完了メールが送付
されます。
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被共済職員退職届の提出手続き動画マニュアルは
以上となります
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